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経営方針　

ガス需給計画（２００９～２０１１年度）

事
業
計
画
の
概
要

２００９年度事業計画の概要（中期経営計画含む）
◆当社を取り巻く状況 ◆「百年紀中期経営計画」の達成に努めます

　２００９年の創立１００周年を次の１００年につなげるべ
く、２００８年度より３カ年計画「百年紀中期経営計画」を
策定しております。２００９年度は２年目を迎えますが、引
き続き、当グループの経営基盤の強化と経営体制の充実
を図るとともに、継続的なグループ企業価値の向上に努
めます。

　２００８年に発生した百年に一度とも言われる金融危機
による世界同時不況が続く中、わが国においても景気が
急速に後退し、先行き不透明な状況が続いております。
　また、当社の主原料でありますＬＮＧ価格に影響を与え
る原油価格は、年初より上昇傾向にあり、今後の情勢次第
ではさらなる高騰も懸念されるところです。

【取組内容】

●家庭用市場への経営資源の重点配分による営業活動の充実
●お客さま接点業務の充実等によるサービス品質の向上
●供給、消費段階における保安対策の計画的な実施
●営業・サービス・保安活動推進のための基盤整備・支援活動の充実

経営環境変化に的確に対応し、企業価値を向上させる

お客さま満足向上のために最適なエネルギー・サービス
の提供と一層の安全、安心の実現を目指していく

【取組内容】
●原料対策、要員削減計画、設備投資抑制を実施 
●グループ業務の選択・再構築（機能整理）と、グループを含めた
要員再配置を実施
●投資・経費計画の修正を機動的に実施

更なる経営効率化を推進し、
収益性を高める

【取組内容】

●コンプライアンスの確実な実行と、情報開示による経営の透明
性・財務報告の信頼性の確保
●地域との共生、同業他社・国家プロジェクト・地域の産官学等との
連携
●グループで連携し低炭素社会の実現を含めた環境保全活動の推進

お客さま・地域社会・株主の皆さまの信頼にお応えする

【取組内容】

●人材育成・開発、モチベーション向上策等による人材・組織の
活性化
●ワークライフバランスの推進
●人権啓発活動の推進

従業員の意欲、能力を向上させる人材活性化策を推進する

　給湯暖房システムやファンヒーター等の暖房器の拡

販およびお得な家庭用選択約款の普及をはかるとと

もに、お客さまへの提案活動を強化し、家庭用販売量

を維持してまいります。また、省エネルギー・環境負

荷軽減の両面で優れたシステム・家庭用燃料電池

（エネファーム）についても、２００９年度の販売開始と

ともに普及促進に取り組んでまいります。

　景気減速の影響により業務用市場はかつてないほどの

厳しい環境下にあります。

　しかし一方では、お客さまの地球環境問題への意識の

高まりから、省エネ・省資源面で優れた燃料である天然ガ

スへの評価は高く、省エネ・省資源化が実現できるガスシ

ステムの提案を継続します。

　さらに、お客さまの多様化するニーズ（保安、設計診断、

メンテナンス、ファイナンス他）に対しても積極的な対応

を継続し、お客さまとの信頼関係の構築に努めます。

　（４６.０４６５５MJ/m3）

■ 家庭用重点機器販売、家庭用選択約款契約目標（２００９年度）

※端数処理の関係上、各項目の合計値は一致しない場合があります ※卸供給等は他ガス事業者への供給分

給湯暖房システム(熱源機ベース) ３,５４０台

暖房器 ４,７３０台

家庭用選択約款（お得な料金メニュー） ５,２３０契約

お客さま件数（年度末）

ガス販売量
(百万m3)

業
務
用

商業用
工業用
その他

４２６千件
１０４
５５
２３７
３４
４３１
４５
４７７

４２６千件
１０５
５５
２３５
３６
４３２
５６
４８８

４２６千件
１０５
５５
２３６
３８
４３５
６１
４９６

４２６千件
１０５
５５
２３６
３９
４３７
６１
４９８

０.０％
０.５％
△０.７％
０.６％
３.３％
０.６％
１０.０％
１.６%

２００８年度

実績

２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度

計画

３年間平均伸び率

合計（卸供給等を除く）
卸供給等
総合計

● 家庭用 ● 業務用

家庭用

経営方針1 経営方針２

経営方針３ 経営方針４
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て

経営効率化目標について

設備投資計画の概要（２００９～２０１１年度）

保安対策の強化

■ 設備投資計画

■ 目標：各年度の内部調達額以内

● 経営効率化目標について

● 設備投資の抑制

● 保安・サービスの向上

◆新たな経営効率化目標

■ 目標：１０２億円（２００５年度実績）以下
● 諸経費の抑制

＊１　目標：
家庭用選択約款の新規契約を３,７００件／年以上、
普及率を毎年度１％以上向上

※内部調達額＝当期純利益＋減価償却費－配当 ※卸供給（目標設定以降に事業開始）にかかる経費の増加等

　当社は、２００６年度から２００８年度までの３カ年中期経営
計画の策定時に、経営効率化目標を設定しました。この経営
効率化目標は、原油価格の高止まりが継続するなか、２００６

年度以降さらなるコスト削減のための方策およびお客さま
に安心してガスをご利用いただくための保安・サービスの
向上のための施策等を織り込んだものです。

設備投資実績
目標（内部調達額）

２００７年度
３６億円
７４億円以内

２００８年度
５５億円
６１億円以内

２００６年度
４８億円
７３億円以内

増加件数(件)

家庭用選択約款普及率

２００６年度

７,５２４

９.１％

２００５年度

－

７.１％

２００７年度

５,７７４

１０.８％

２００８年度

５,７６２

１２.５％

諸経費実績
目標 １０２億円以下

２００７年度
９７億円

２００６年度
１００億円

２００８年度
１０８億円※

●経年ガス導管（本支管）の計画的な改修の継続実施
●お客さま先の経年埋設内管（白ガス管）の取替･改善促進活動を推進
●給排気設備の改善・安全型機器への取替活動を推進

●機器リース制度、クレジット払いの開始
●コールセンターの本格稼動により、当社全エリアの受付窓口を一本化し、ワンストップ対応を実現
●モバイル機器の導入による開閉栓・修理業務の作業効率化
●新料金周知等のお客さま訪問活動の拡充と、お客さまニーズに応じた家庭用選択約款の普及促進＊１

●環境行動指針・環境目標に沿った活動の展開
●環境負荷低減に資する天然ガスの普及拡大、ガスコージェネレーションシステム等の高効率機器
や天然ガス自動車の普及促進

取り組み内容（２００６年度～２００８年度）

　環境特性・省エネルギー性に優れた天然
ガスの市場拡大に対応し、安定供給体制を
確保するため、製造設備および供給設備の
増強・改修・入替など、製造・供給インフラ
の整備を計画的・効率的に行います。
　また、２００８年度には、２００４年度に一部
取得したLNG船「スリヤ アキ」の追加取得を
実施しました。※端数処理の関係上、各項目の合計値は一致しない場合があります

■ ２００９年度の主な設備投資
・供給設備：経年本支管対策の強化等

（単位：億円）

２００８年度

実績 計画

２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度 ３年間合計

製造設備

供給設備

業務設備等

合　　計

２４

２８

３

５５

１

２８

２

３１

１

２８

３

３２

１

２８

１

３０

３

８４

６

９３

　お客さまに安心してガスをご利用いただくために、ガス事故防止に向けた保安対策を継続します。 項目

（１）経年本支管対策の強化

（２）経年埋設内管(お客さま資産)
対策の計画的な実施

（３）給排気設備の改善、
安全型機器への取替促進

具体的内容

●ねずみ鋳鉄管：取替を２０１５年(日本ガス協会目標)までに実施 
●白ガス管：経年劣化が高いものから計画的に取替え

●鉄筋系集合建物等について、２０１５年(日本ガス協会目標）までの改修をめざし改善交渉を推進

●消費段階での事故防止の観点より、法定点検・安全周知の強化に努めるとともに、給排気設備
の改善および安全型機器への取替活動を推進

P.６

P.１６

対策費 約１０億円/年

● 要員の効率化
■ 目標：従業員数については２００８年度末（６３９名）を下回
る水準を目指す

● 保安・サービスの向上
　（１）保安施策の推進　（２）お客さまサービスの向上　（３）環境問題への取り組み

● 設備投資の抑制
■ 目標：設備投資額を各年度の内部調達額以内に抑制する
※内部調達額＝当期純利益＋減価償却費－配当

項目

（１）保安施策の推進

（２）お客さまサービスの向上

（３）環境問題への取り組み

　お客さまに安心してガスをご利用いただくために、ガス事故防止に向けた保安対策を継続します。 


